
住居確保給付金について 

 

１ 支給対象者 

 支給申請時に、次の（１）から（８）のいずれにも該当される方 

（１）離職後（自営業廃業を含む）２年以内であって、６５歳未満の方 

※離職時の雇用形態（常用、日雇い）、離職理由（事業主都合、自己都合）は問いません。 

（２）住宅を喪失している方、または、喪失するおそれがある方 

※持ち家の方は対象になりません。 

※生活保護を受給している方も対象になりません。 

（３）離職前に、主たる生計維持者であった方 

   ※離職前には主たる生計維持者ではなかったが、その後離婚等により申請時には主たる生計維持者 

   となっている場合も含みます。 

（４）ハローワークに求職の申込みをし、誠実かつ熱心に常用就職をめざし、求職活動を行う方 

   ※常用就職とは、「期間の定めがない労働契約、または、６か月以上の労働契約による就職」を 

   いいます。 

（５）申請日の属する月における、申請者及び申請者と生計を一とする同居の親族（以下、申請者等という） 

の収入の合計額について、世帯人数に応じた、下記のア～コの収入基準額を満たしている方 

ア  単身世帯：１２５，０００円 以下 

（基準額  ８４，０００円 ＋ 家賃上限額 ４１，０００円 以下） 

イ  ２人世帯：１７９，０００円 以下 

 （基準額 １３０，０００円 ＋ 家賃上限額 ４９，０００円 以下） 

ウ  ３人世帯：２２５，０００円 以下 

 （基準額 １７２，０００円 ＋ 家賃上限額 ５３，０００円 以下） 

エ  ４人世帯：２６７，０００円 以下 

 （基準額 ２１４，０００円 ＋ 家賃上限額 ５３，０００円 以下） 

オ  ５人世帯：３０８，０００円 以下 

 （基準額 ２５５，０００円 ＋ 家賃上限額 ５３，０００円 以下） 

カ  ６人世帯：３５４，０００円 以下 

 （基準額 ２９７，０００円 ＋ 家賃上限額 ５７，０００円 以下） 

キ  ７人世帯：３９８，０００円 以下 

 （基準額 ３３４，０００円 ＋ 家賃上限額 ６４，０００円 以下） 

ク  ８人世帯：４３４，０００円 以下 

   （基準額 ３７０，０００円 ＋ 家賃上限額 ６４，０００円 以下） 

ケ  ９人世帯：４７１，０００円 以下 

   （基準額 ４０７，０００円 ＋ 家賃上限額 ６４，０００円 以下） 

コ １０人世帯：５０７，０００円 以下 

 （基準額 ４４３，０００円 ＋ 家賃上限額 ６４，０００円 以下） 

   ※１１人世帯以上の収入基準額については省略しています。 

   ※ここでいう収入とは、雇用保険失業等給付、年金等の公的給付、児童扶養手当等各種手当 

   も含まれます。借入金や未成年かつ就学中（大学等の夜間学部、高等学校の夜間等の定時制 

   課程の方は対象外）のお子さんの収入については、ここでいう収入には含まれません。 

     

 

 



（６）申請者等の金融資産（金融資産に対する預貯金及び現金）の合計が次の金額以下であること 

   単身世帯      ５０４，０００円  ２人世帯      ７８０，０００円 

   ３人世帯以上  １，０００，０００円 

  ※ここでいう金融資産には、債券、株式、投資信託、生命保険、個人年金保険等は含まれません。 

（７）国の雇用施策による給付等及び地方自治体等が実施する住居等困窮離職者に対する類似の給付を、 

申請者等が受けていないこと。 

（８）申請者および申請者と生計を一つにしている同居の親族のいずれもが暴力団でないこと 

 

２ 支給額（月額） 

 以下の額を上限として、賃借する住宅の家賃月額 

 ※共益費・管理費等は支給の対象になりません。 

 （上限額）単 身 世 帯 ４１，０００円 

      ２ 人 世 帯 ４９，０００円 

      ３人～５人世帯 ５３，０００円 

      ６ 人 世 帯 ５７，０００円 

７人以上世帯 ６４，０００円 

 ただし、単身世帯において、月の世帯収入が８４，０００円を超える場合は、 

  支給月額＝ 家賃額 －（ 月の世帯収入 － ８４，０００円 ） 

 となります。なお、家賃額が上限額を超える場合は、上限額で計算します。 

 

３ 支給期間 

 原則として３か月間。ただし、下記の要件を満たしていれば、３か月を限度に２回まで延長することが 

可能です。 

（１）住居確保給付金受給中に、誠実かつ熱心な求職活動を行っていたこと 

（２）世帯の収入・預貯金額が一定額以下であり、引き続き受給要件を満たしている方 

 

４ 支給方法 

社会援護課から、不動産媒介業者等（不動産媒介業者、貸主又は貸主から委託を受けた事業者）の口座へ 

振り込みとなります。 

 

５ 申請方法 

 次の（１）～（４）の必要書類を各保健福祉センター社会援護課に持参して申請してください。 

（１）本人確認書類 

  運転免許証、住民基本台帳カード、旅券（パスポート）、各種福祉手帳、健康保険証、住民票、戸籍謄本等

の写しのいずれかの書類 

（２）離職関係書類 

  申請日時点で、２年以内に離職（自営業廃業を含む）したことが確認できる書類の写し 

 （離職票等がない場合は、給与振込が一定の時期から途絶えている通帳の写しなど、離職者であることが 

 確認できる何らかの書類） 

（３）収入関係書類 

  申請者等のうち、収入がある方について収入額が確認できる書類の写し 

（４）金融資産関係書類 

  申請者等の、申請日の金融機関の通帳等の写し 

※また、住居確保給付金の支給申請を行うためには、生活困窮者自立支援法に基づく自立相談支援事業の 

利用申込みについて、同意を頂く必要があります。自立相談支援事業の利用申込書についても、各区社会 

援護課窓口で配布していますので、住居確保給付金担当者にお尋ね下さい。 



６ 支給条件 

（１）毎月２回以上、ハローワークで職業相談を受けること 

（２）毎月４回以上、社会援護課の住居確保給付金担当者（生活困窮者自立支援法で定める相談支援員兼 

就労支援員）による面接等の支援を受けること 

（３）原則毎週１回以上、求人先への応募を行う、又は求人先の面接を受けること 

 ※上記（１）～（３）を怠った場合には、住居確保給付金の支給が中止されることがあります。 

 

７ お問い合わせ先 

  住宅を喪失していて新規に賃貸住宅を賃借する必要がある方は、新規で賃借する住宅が所在する区保健福祉 

センター社会援護課へ、住宅を喪失するおそれのある方は、現在お住まいの住宅が所在する、区保健福祉 

センター社会援護課へお問い合わせ下さい。 

 

中央保健福祉センター社会援護第一課 ０４３－２２１－２１４７ 

   花見川保健福祉センター社会援護課  ０４３－２７５－６４１６ 

   稲毛保健福祉センター社会援護課   ０４３－２８４－６１３５ 

   若葉保健福祉センター社会援護第一課 ０４３－２３３－８１４８ 

   緑保健福祉センター社会援護課    ０４３－２９２－８１３５ 

   美浜保健福祉センター社会援護課   ０４３－２７０－３１４８ 

 


